
品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助要綱 

制定 令和２年３月３０日  区長決定  要綱第４０号 

 （目的） 

第１条 この要綱は、認可保育所等に対し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る物

品等を購入するための経費の全部または一部を補助することにより、園内における感染拡大防

止の徹底を図り、もって、児童および職員の安全を確保することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

 （１）認可保育所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育

所をいう。 

 （２）家庭的保育事業 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業をいう。 

 （３）小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業をいう。 

 （４）認証保育所 「東京都認証保育所事業実施要綱」（１２福子推第１１５７号）に基づき東

京都知事が認証する施設をいう。 

 （５）認可保育所等 認可保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業および認証保育所をいう。 

 （補助対象経費等） 

第３条 この要綱に基づく補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる経費(以下「補

助対象経費」という。）は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止（以下「感染拡大防止」

という。）を図るための次に掲げる物品または備品（以下「物品等」という。）の購入に係る経

費とする。 

 （１）マスク、消毒液等の物品 

 （２）空気清浄機、体温計等の備品 

 （３）前２号に掲げるもののほか、感染拡大防止を図るための物品等で区長が必要と認めるもの 

 （補助金の交付額等） 

第４条 補助金の交付額は、次に掲げる金額を比較していずれか少ない額とする。 

 （１）５００，０００円 

 （２）前条各号の物品等の購入に係る経費を合算した補助対象経費の実支出額から当該補助対



象経費に充てるために寄せられた寄付金その他の収入額を控除した額 

２ 補助金の交付は、同一施設において１回に限り受けることができる。 

 （交付申請） 

第５条 認可保育所等の設置者（以下「設置者」という。）は、補助金の交付を受けようとすると

きは、区長が別に定める期日までに、品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大

防止物品等購入費補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付して、区長に提出

しなければならない。 

 （１）物品等の購入に係る発注書の写し 

 （２）物品等の購入に係る領収証の写し 

 （補助金の交付決定等） 

第６条 区長は、前条の規定による補助金の交付申請があった場合は、関係書類を審査したうえ

で、補助金を交付することと決定したときは品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感

染拡大防止物品等購入費補助金交付決定通知書（第２号様式）により、補助金を交付しないこ

とと決定したときは品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費

補助金不交付決定通知書（第３号様式）により、それぞれ当該申請を行った設置者に通知する

ものとする。 

 （補助金の請求） 

第７条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた設置者（以下「補助事業者」という。）は、

品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金請求書（第４

号様式）により、速やかに補助金の支払を請求しなければならない。 

 （補助金の交付） 

第８条 区長は、前条の規定による請求があった場合は、関係書類を審査し、適当と認めたとき

は、当該請求に係る補助金を当該補助事業者に交付するものとする。 

 （決定の取消し等） 

第９条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部

または一部を取り消すことができる。 

 （１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

 （２）補助金を他の用途に使用したとき。



 （３）補助金の交付決定の内容またはこれに付した条件その他法令またはこの要綱に違反した

とき。

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金を交付

しているときは、当該補助金の交付決定の全部または一部を取り消された補助事業者から、交

付した補助金の全部または一部を返還させるものとする。 

３ 区長は、第１項の規定による補助金の交付決定の取消しをしたときは、品川区認可保育所等

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金交付決定取消通知書（第５号様式）

により、当該補助事業者に通知するものとする。 

 （関係書類の整備） 

第１０条 補助事業者は、補助対象経費の執行状況を常に明確にするため、補助金の収入および

支出に関する帳簿ならびに補助対象経費の支出に関する記録を整備し、補助金交付年度の翌年

度から５年間保存しなければならない。 

 （違約加算金） 

第１１条 補助事業者は、第９条第２項の規定により補助金の返還を命じられたときは、その命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付

した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年１０．９５％の割

合で計算した違約加算金（１００円未満を除く。）を納付しなければならない。 

２ 前項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの割合と

する。 

 （違約加算金の計算） 

第１２条 区長は、前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、補助事業

者の納付した金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、当該返還を命

じた補助金の額に充てるものとする。 

 （他の補助金等の一時停止） 

第１３条 区長は、補助事業者に対し補助金の返還を命じ、補助事業者が当該補助金または違約

加算金の全部または一部を納付しない場合において、その者に対して交付すべき他の補助金等

があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、または当該補助金と未納付額とを

相殺するものとする。 



 （財産処分の制限） 

第１４条 補助事業者は、物品等の購入（以下「補助事業」という。）により取得し、または効用

の増加した価格が単価５００，０００円以上の機械、器具その他の財産については、「補助事業

等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成２０年７月１１日厚生労働省

告示第３８４号。以下「財産処分制限期間」という。）に定める期間を経過するまでは、区長の

承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に

供し、または廃棄してはならない。 

２ 区長は、補助事業者が区長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合にお

いて、必要があると認めるときは、その収入の全部または一部を区に納付させるものとする。 

 （財産の管理） 

第１５条 補助事業者は、補助事業により取得し、または効用の増加した財産については、事業

完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな

ければならない。 

 （書類の保存） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る収支の状況を会計帳簿によって明らかにさせておくと

ともに、当該会計帳簿および補助事業に係る収支に関する書類（以下これらを「補助事業関係

書類」という。）を当該補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間整理保存しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業者は、補助事業により取得し、または効用の増加した価

格が単価３００，０００円以上の機械、器具その他の財産がある場合は、前項の期間を経過後

においても、補助事業関係書類を当該財産の財産処分が完了する日または財産処分制限期間に

定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 （消費税仕入控除税額の報告） 

第１７条 補助事業者は、補助事業の完了後に消費税および地方消費税の申告により補助金に係

る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額（以下「消費税仕入控除税額」という。）が確定

した場合は、品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金

消費税仕入控除税額報告書（第６号様式）により、速やかに区長に報告しなければならない。

ただし、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の支部、支社、支所等であって、自ら消費

税および地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等（以下「本部等」という。）で消費税

および地方消費税の申告を行っている場合は、本部等の課税売上割合等の申告内容に基づき報



告を行うこととする。 

２ 区長は、前項の規定による報告があった場合において、必要があると認めるときは、消費税

仕入控除税額に相当する額の全部または一部を区に納付させるものとする。 

３ 区長は、補助事業者が第１項の規定により付した条件に違反した場合において、必要がある

と認めるときは、補助金の全部または一部を区に返還させるものとする。 

 （準用） 

第１８条 補助金の交付に当たっては、この要綱に定めるもののほか、品川区補助金等交付規則

（昭和３９年品川区規則第４号）に定めるところによるものとする。 

 （委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、子ども未来部長が別に定める。 

   付 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から適用する。 

２ この要綱に基づく補助金は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までに発注および支

払を行った新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための物品等の購入に係る経費につい

て、適用する。



第１号様式（第５条関係）

      品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費 

      補助金交付申請書

年  月  日

品川区長 あて

保育所名           

所在地            

設置者          ㊞ 

設置者住所       

電話番号           

 品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金について、品川

区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助要綱第５条の規定に基

づき、下記のとおり関係書類を添えて申請する。

記 

１．交付申請額        金          円

２．施設区分         認可保育所・家庭的保育事業・小規模保育事業 

認証保育所 

３．購入年月日     年  月  日

４．添付書類         発注書の写し

領収証の写し



第２号様式（第６条関係）

第     号

   年  月  日

      品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費

      補助金交付決定通知書

設置者名          様

（保育所名         ）

品川区長         □印

 品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助要綱第６条の規

定に基づき、品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金の交

付を下記のとおり決定したので通知します。

記 

交付決定金額            円



第３号様式（第６条関係）

第     号

   年  月  日

      品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費

      補助金不交付決定通知書

設置者名          様

（保育所名         ） 

品川区長         □印

 品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助要綱第６条の規

定に基づき、品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金の不

交付を下記のとおり決定したので通知します。

記 

理由



第４号様式（第７条関係）

品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金

請 求 書

金  額

億 千 百 十 万 千 百 十 円

件 名 品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金について

上記の金額を請求します。

  年  月  日

品川区長 あて

所 在 地  

施 設 名  

請求者住所  

氏 名             ㊞



第５号様式（第９条関係）

第     号

   年  月  日

      品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費

      補助金交付決定取消通知書

設置者名          様

（保育所名         ） 

品川区長         □印

     年  月  日付    第   号により通知しました、品川区認可保育所等新型コ

ロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金の交付決定について、品川区認可保育所等新

型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助要綱第９条第３項の規定に基づき、下記の

理由で取り消したので通知します。

記 

取消理由



第６号様式（第１７条関係）

年  月  日

品川区長 あて

設置者住所

設置者名（法人名）

施設・事業所名

（所在地             ）

代表者氏名           ㊞

      品川区認可保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費

      補助金消費税仕入控除税額報告書

     年  月  日付    第   号により交付決定を受けた品川区認可保育所等新

型コロナウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助金のうち、品川区認可保育所等新型コロナ

ウイルス感染症感染拡大防止物品等購入費補助要綱第１７条第１項の規定に基づき、消費税および

地方消費税の仕入控除税額を下記のとおり報告します。

記

１．確 定 申 告 年 月 日

２．決 算 期 間

３．消費税および地方消費税の申告の有無

４．仕入控除税額の計算方法

５．消費税および地方消費税

の 仕 入 控 除 税 額 金           円

※積算根拠となる資料を添付してください。


